
                                       

愛知県児童福祉施設等施設整備費補助金交付要綱 

 

１ 通則 

 愛知県児童福祉施設等施設整備費補助金（以下「補助金」という。）は、児童福祉施設等及び障害

児施設等の施設整備及び設備整備の振興を図るため、整備事業を国が定める次世代育成支援対策施設

整備交付金交付要綱の対象として行う者（以下「補助事業者」という。）に対し、実施に要する経費

の一部を予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては愛知県補助金等交付規則（昭

和５５年愛知県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

２ 交付の目的 

（１）この補助金は、「児童福祉法」（昭和 22 年法律第 164 号）の規定に基づき、社会福祉法人等が整

備する施設整備に要する費用の一部を補助することにより、施設入所者等の福祉の向上を図るこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

（２）１において、「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中分類及び小分類の

施設をいう。 

区    分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

(1)児童福祉法第７

条に基づく児童福

祉施設、同法第３

５条第１０項に基

づく職員養成施設 

 

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

助産施設 

 

乳児院 

母子生活支援施設 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

第一種助産施設 

第二種助産施設 

 

(2)上記以外の施設

であって、当該施

設について、国が

当該施設の設置及

び運営についての

基準を定めてお

り、かつ、こども

家庭庁長官が特に

整備の必要を認め

るもの 

その他の施設 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                       

（３）１において、「障害児施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中分類及び小分類の施

設をいう。 

区    分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

(1)児童福祉法第６条の２

の２第１項に規定する障

害児通所支援事業（同条第

２項に規定する児童発達

支援、同条第４項に規定す

る放課後等デイサービス

に限る。）を行う事業所、

同条第５項に規定する居

宅訪問型児童発達支援を

行う事業所、同条第６項に

規定する保育所等訪問支

援を行う事業所、同条第７

項に規定する障害児相談

支援を行う事業所並びに

同法第７条に規定する障

害児入所施設及び児童発

達支援センター 

児童発達支援事

業所 

放課後等デイサ

ービス事業所 

居宅訪問型児童

発達支援事業所 

保育所等訪問支

援事業所 

障害児相談支援

事業所 

 

 

 

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児入所施設 

 

 

 

 

児童発達支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉型障害児入所

施設 

医療型障害児入所

施設 

 

福祉型児童発達支

援センター 

医療型児童発達支

援センター 

(2)上記以外の施設であっ

て、当該施設について、国

が当該施設の設置及び運

営についての基準を定め

ており、かつ、内閣総理大

臣が特に整備の必要を認

めるもの 

その他の施設 

  

 

３ ２において、「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。 

種 類 整備区分 整  備  内  容 

新 設 創設 新たに施設を整備すること。 

修 理 大規模修繕等 

既存施設についてこども家庭庁通知「次世代育成

支援対策施設整備交付金における大規模修繕等の

取扱いについて」により整備すること。 

 



                                       

改 造 

増築 

 

 

増改築 

 

 

 

改築 

 

既存施設の現在定員の増員を図るための整備をす

ること。 

 

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備

をするとともに既存施設の改築整備（一部改築を

含む。）をすること。 

 

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備

（一部改築を含む。）をすること。 

拡 張 拡張 
既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延

面積の増加を図る整備をすること。 

整 備 

スプリンクラー設備等整備 

 

 

 

 

老朽民間児童福祉施設整備 

 

 

 

防犯対策強化に係る整備 

 

 

 

応急仮設施設整備 

 

 

 

避難スペース整備 

こども家庭庁通知「次世代育成支援対策施設整備

交付金におけるスプリンクラー設備等の取扱いに

ついて」により整備すること。 

 

社会福祉法人が設置する施設について、こども家

庭庁通知「老朽民間児童福祉施設等の整備につい

て」により改築整備（一部改築を含む。）をするこ

と。 

 

こども家庭庁通知「児童養護施設等における防犯

対策強化に係る整備について」により整備をする

こと。 

 

こども家庭庁通知「次世代育成支援対策施設整備

交付金における応急仮設施設整備の国庫補助の取

扱について」により整備すること。 

 

こども家庭庁通知「次世代育成支援対策施設整備

交付金における在宅障害者向け避難スペース整備

の取扱いについて」により避難スペース整備をす

ること。 

 

（交付の対象） 

４ 整備事業補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

（１）次の表のア欄に定める施設の種類ごとに、イ欄に定める設置根拠等によりウ欄に定める設置者が

設置する施設に係るエ欄に定める事業。 

ア 施設の種類 イ 設置根拠等 ウ 設置者 エ 対象事業 



                                       

(1)児童福祉施設 

（２（２）、（３）に定

める施設に限る。（児童

発達支援センターを除

く。）） 

児童福祉法第３５

条第４項 

社会福祉法人、日

本赤十字社又は

公益社団法人、公

益財団法人 

施設整備 

設備整備 

(2)児童福祉施設 

（児童発達支援センタ

ーに限る。） 

児童福祉法第３５

条第４項 

児童福祉法第３

４条の３第２項

に基づき事業を

実施する法人（社

会福祉法人、医療

法人、日本赤十字

社、公益社団法

人、一般社団法

人、公益財団法

人、一般財団法

人、NPO 法人、

営利法人等） 

施設整備 

設備整備 

(3)児童発達支援事業

所、放課後等デイサー

ビス事業所、居宅訪問

型児童発達支援事業

所、保育所等訪問支援

事業所及び障害児相談

支援事業所 

児童福祉法第３４

条の３第２項 

(4)その他施設 

 

 

別途こども家庭庁

長官が定める基準

等 

 

社会福祉法人、日

本赤十字社又は

公益社団法人、公

益財団法人 

施設整備 

設備整備 

 

（補助金の対象外） 

５ 補助金は、次に掲げる費用については対象としないものとする。 

（１）土地の買収又は整地に要する費用 

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより、効率的であると認められ

る場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

（３）職員の宿舎に要する費用 

（４）その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

６ 補助金の交付額は、こども家庭庁の定める次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱に基づき算

出される交付金基本額の２分の１をこども家庭庁から交付される次世代育成支援対策施設整備交付

金に上乗せした額（1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り上げるものとする。）を交付

するものとする。 

 

（経費の流用の禁止） 

７ 事業に要する経費の配分の変更をする場合には、知事の承認を受けなければならない。 

  ただし、区分間の経費の配分の変更は、承認しないものとする。 

 

（申請手続） 

８ 規則第３条の規定による申請書等の様式は、様式第１号のとおりとし、その提出部数は、正副２部

とする。 

  なお、前年度以前から補助を受けている事業（継続事業）については、補助を受けた初年度の交付

要綱に定める様式を用いること。 



                                       

 

（申請の取り下げ） 

９ 規則第７条に規定する申請の取り下げ期日は、交付決定の通知を受けた日から１５日以内とし、そ

の旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

10 補助事業者は、次の補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめその内容を記載した変

更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 ア 建物の規模・構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。） 

 イ 建物等の用途 

 ウ 入所定員又は利用定員 

（２）知事は、（１）の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条件を付

することがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

11 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、知事の承認を受けなけ

ればならない。 

 

（事業遅延の報告） 

12 補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了することができないと見込まれる場合はその理由又は

補助事業の遂行が困難となった場合はその理由及び遂行状況を記載した書類正副２部を知事に提出

して、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

13 補助事業者は、施設整備に係る工事に着工したときは、様式第２号により工事に着工した日から７

日以内に、また、工事の進捗状況については、様式第３号の報告書により毎年度１２月末日現在の状

況を翌月１０日までに知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

14 規則第１３条に定める実績報告書及びこの添付書類の様式は様式第４号のとおりとし、その提出部

数は正副２部とする。 

  また、前年度以前から補助を受けている事業（継続事業）については、補助を受けた初年度の交付

要綱に定める様式を用いること。 

（２）（１）に定める実績報告書の提出期限は、補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。以

下同じ。）の日から起算して２０日を経過した日又は翌年度の４月５日のいずれか早い期日までと

する。 

 

（補助金の交付） 

15 補助金は補助事業の完了後交付する。ただし、知事が特別の理由があると認めたときは、その全部

又は一部を概算払い又は前金払いにより交付することがある。 

 

（交付の条件） 

16 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が

当該工事を一括して第三者に負わせることを承諾してはならない。 



                                       

（２）地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど

県が行う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。 

（３）この負担（補助）金に係る負担（補助）金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等

寄付金配分金、又は財団法人 JKA（旧日本自転車振興会及び旧日本小型自動車振興会）若しくは日

本船舶振興会の補助金の交付を受けてはならない。 

（４）地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄付金の資

金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

 

（財産の処分の制限） 

17 規則第２０条ただし書に規定する知事が定める期間は、「補助事業等により取得し、又は効用 

の増加した財産の処分制限期間（平成 20 年厚生労働省告示第 384 号）」に定められている期間又はそ

れに準ずるものと認められる期間とする。 

（２）規則第２０条第２号に規定する知事の定める財産は、取得価格又は効用の増加価格が単価５０万

円以上のものとする。 

（３）補助事業者が規則第２０条の規定により承認を得て財産を処分したことにより収入があったとき

は、知事は交付した補助金の全額又は一部に相当する金額を納付させることがある。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても、善良な管理者

注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らねばならない。 

 

（消費税等仕入控除税額報告書） 

18 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により、この負担（補助）金に関する消費税及び

地方消費税仕入控除税額が確定した場合は、様式第６号の報告書正副２部を速やかに知事に提出しな

ければならない。 

  なお、知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を知事に納付させることが

ある。 

 

附則 

この要綱は、平成２０年８月１日に施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和元年７月１２日に施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年 12月１日に施行し、令和５年４月１日から適用する。 


